
令和２年度 汎用性の高い行動変容プログラム-特定健診の受診率向上-

【目的】特定健診を円滑かつ効果的に実施し、受診率を向上させる。

１．現況

【行動変容推進事業のこれまでの取り組み】
 特定健診の受診率向上に向けた取り組みを集約するために、平成23年度に市町村ヒアリング、

平成22～24年度にデータ分析結果に基づいて受診率向上に取り組んだ市町村の事業評価を実施した。

 取り組みの実施状況ならびに全国的な受診率向上策に関する報告に基づいて、

汎用性の高い行動変容プログラムを作成し、市町村へ提示した。

また、プログラムを作成して5年目となった平成30年に、行動変容プログラム実践部会を開催し、

プログラムの改定案を検討した。

 令和元年度の大阪府市町村国保の受診率向上策の取り組み状況は、「特定健診の受診率向上」と

「市町村国保 特定健診・特定保健指導の実態調査」の2種類の調査票を使用して把握をした。

大阪がん循環器病予防センター

【令和元年度の状況】
令和元年度 都道府県別市町村国保特定健診受診率の全国平均値は38.0％、大阪府は30.1％で全国45位であった。

４．今後の展望と方向性
 プログラムの見直し

 他の事業との連携

プログラム(改訂)を作成した。

今後も各機関との調整を図りつつ、大阪府の特定健診の受診率向上への取り組みをより一層進めていきたい。

２．令和元年度の取り組み実態

「特定健診の受診率向上」から、大阪府市町村国保の令和元年度受診率向上策の取り組み状況を示し、

平成29年度では取り組みをしていなかったが令和元年度に取り組みをした市町村数のうち、受診率が上昇した市町村数と割合を出した。

新型コロナウイルス感染症の影響下だが、ほぼすべての実施内容で、新たに取り組みを始めた市町村の約半数で受診率が上昇した。

 「 低限の取り組み」

医師会や集団検診委託業者と定期的な打ち合わせをしている市町村数が半数を超え、令和元年度から取り組み始めた市町村の

半数以上で受診率上昇が見られた。

保険切替者や40 歳を受診勧奨のターゲットにする市町村数は多く、取り組みを始めた市町村の約半数で受診率上昇が見られた。

未受診者勧奨を電話で行う場合、一部の対象者への実施、回数は1 回でも2 回以上でも、取り組み始めた市町村で受診率上昇が

見られた。一方、郵送の場合、2 回以上した市町村の約半数で受診率上昇が見られた。

 「標準的な取り組み」
個別健診で実施時間や場所の工夫の取り組みを始めた市町村のうち、半数以上で受診率が上昇した。
また、実施期間を通年または限定に変更し始めた市町村の8 割以上で受診率上昇が見られた。
集団健診の場合でも、期間を限定にするという項目以外を取り組んだ場合、取り組み始めた市町村全てで受診率の上昇が見られた。

 「充実した取り組み」

集団健診でがん検診を同時に実施することを取り組み始めた市町村の半数で受診率が上昇した。

「市町村国保 特定健診・特定保健指導の実態調査」からは、実施機関ごとの受診者数の割合や健診結果入手までの期間、
標準的な質問票のデータ活用に関する現状を確認した。

 集団健診よりも個別健診の方が、血液データ込みの健診結果を入手するまでの期間が2～3倍遅かった。
理由は、関係機関を経由するためと回答する市町村が多かった。
これにより、特定保健指導や保健指導で標準的な質問票データを活かすことができないなどの影響があることも明らかになった。

３．汎用性の高い行動変容プログラム(改訂)
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